
 

 

令和６年度事業計画 

 

 

昨年５月、新型コロナウイルス感染症が５類感染症に位置づけられ、ようやく日常生活が戻っ

てきたが、この正月に能登半島を襲った令和６年能登半島地震には改めて自然の猛威を思い知ら

された。亡くなられた方のご冥福をお祈りするとともに、被災された方々にお見舞い申し上げる。 

一方、バブル崩壊後３０年以上にわたり我が国の富と成長力を毀損させてきたデフレ経済であ

るが、ロシアのウクライナ侵攻やスエズ・パナマ両運河の航行障害に伴うサプライチェーンの混

乱等も加わり、物価は２％を上回る上昇を見せており、この先、物価上昇を上回る賃上げを実現

し、デフレ経済からの真の脱却を図ることができるか否かが注目されている。 

こうしたなか、令和３年に閣議決定された森林・林業基本計画では、林業・木材産業が内包す

る持続性を高めながら成長発展し、人々が森林の発揮する多面的機能の恩恵を享受できるように

することを通じて、社会経済生活の向上とカーボンニュートラルに寄与する「グリーン成長」を

実現することとしている。そして、その実現を図るため、① 国土強靱化等に向けた「森林資源の

適正な管理･利用」、② 収支のプラス転換を可能とする「新しい林業に向けた取組の展開」、③

外材等に対抗できる「木材産業の競争力の強化」、④ 中高層建築物等への木材利用促進による「都

市等における第２の森林づくり」および ⑤ 森林サービス産業の育成等による「新たな山村価値

の創造」の５つの柱の施策に取り組むこととしている。 

公益社団法人大日本山林会は、明治 15 年の創立以降約 140 年間、林家をはじめ広く森林・林業

関係者への指導、奨励等の普及啓発事業、調査研究事業、山林事業および林業文献センター事業

に取り組んできており、上記の認識に基づき、より開かれた公益社団法人として、林業の発展に

寄与すべく、とりわけ資産保持的に保有してきた所有林を積極的に経営することを通じて将来の

林業経営ビジョンを提示できるよう、他組織との連携を密にしつつ各事業の一層の充実に努める。 

 

（公益事業） 

１ 森林・林業の普及啓発事業（公－１） 

以下の７つの事業について、相互の連携を図りつつ実施する。 

(1) 指導、奨励および普及 

機関誌『山林』の発行、ホームページの充実、シンポジウムの開催、関係行事および民間

活動への参加・協賛などを通じ、森林･林業に関する指導、奨励および普及に努める。 

(2) 功労者の表彰 

① 農林水産祭参加全国林業経営推奨行事（第 63 回）を開催し、農林水産大臣賞受賞者を

農林水産祭における天皇杯等の候補者として日本農林漁業振興会に推薦する。 

② 伊勢神宮崇敬会が主催する農事功労者顕彰（第 70 回）に林業部門の候補者を推薦する。 

(3) 講習、研修および講演会の開催 

一般市民、森林・林業関係者を対象とした講演会等（オンライン開催も含む）を開催する

とともに、先進的な林業地域において現地研修会を開催する。 

(4) 国際交流 

海外からの研究者等の受入れや海外の視察、さらには国際会議への協賛などを通じ、海外

との情報交換・技術交流に努める。 



(5) 教育の振興 

コロナ禍で中断していた全国高等学校農業教育研究協議会をはじめとする関係団体との

連携を再構築し、今後の森林・林業教育のあり方について情報交換・調査研究を再開するこ

とを検討する。 

(6) 発明・改良の奨励 

林業経営「創意工夫」表彰行事を実施し、林業経営の現場で幅広く活用される創意工夫案

件を顕彰する。 

(7) 刊行物の発行・活用 

①  森林・林業を取り巻く最近の動向について幅広く情報発信することを目的として、機関

誌『山林』を発行し（第 1679 号～第 1690 号）、林業・林産業・山村に係る諸課題、調査

・研究の動向、優良林業経営体の事例、山林会会員の意見等を幅広く取り上げる。 

②  農林水産祭参加全国林業経営推奨行事受賞者の林業経営について、冊子「選ばれた林業

経営」を発行し、幅広く情報を発信する。 

③ 「平成林業逸史」の刊行に向けて機関誌『山林』で連載している特集を継続するとともに、

「昭和林業逸史」「選ばれた林業経営」「『脱・国産材産地』時代の木材産業」をはじめ

とする既刊本を普及啓発資材として有効に活用する。 

④ 森林・林業を取りまく重要課題について、刊行物を企画・発行する。 

２ 森林・林業問題の調査および研究事業（公－２） 

林業政策、森林施業技術、林業教育その他森林・林業を取りまく重要課題について、調査研

究を行うとともに、その成果を幅広く発信する。 

(1) 当面する森林・林業の課題について、外部有識者の協力を得て研究会を設置し、調査・研

究を行う。 

(2) 会員その他広く森林・林業に関するステークホルダーと意見交換を行い、最近の森林・林

業を取り巻く課題の把握に努めるとともに、その成果を発信する。 

(3)（一財）農林水産奨励会など他機関と連携して、調査・研究活動等に取り組む。 

３ 山林事業（公－３） 

保有林を適切に管理し、以下の事業に取り組む。 

(1) 各保有林（所有林 5 箇所 214ha、部分林 5 箇所 78ha）について、管理人との連携を密に行

って現地の状況を的確に把握して適切な管理に努め、資源内容の充実を図るとともに、今後

の山林経営のあり方について検討する。 

(2) 大学、林業研究グループ等と連携し、保有林を活用した調査研究・技術研修等に取り組む。 

(3) スギ品種別成長試験など保有林内に設置された試験林の調査研究に取り組む。 

(4) 5 箇所の部分林については、国有林野事業との連携を図りつつ、各々の設立経緯、林分内容

を踏まえて適切な管理に努める。 

４ 林業文献センター事業（公－４） 

一般市民、森林・林業関係者に対し森林・林業に関する情報を幅広く公開するとともに、新

三会堂ビルへの移転準備を進める。 

(1) ホームページ上で公開している「収蔵文献・検索システム」「機関誌『山林』検索システ

ム」および「月刊誌『木材』検索システム」を幅広く活用し、利用者の利便の向上に努める。 

(2) 前年度に引き続き、他の文献収集機関とも連携を図りながら、文献の電子化、検索システ

ムの構築方法等について情報を収集し、新たなセンターのあり方に関して検討を深める。 

(3) 森林・林業関係者の協力を得て、幅広く文献・資料の収集に努める。 

(4) 所蔵する文献・資料を活用した調査研究に取り組む。 
 
（収益事業） 

基本財産を有効活用し、収入の確保に努めるとともに、中長期的な収支改善策を検討する。 


